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Ⅰ．は じ め に 




5 号は実現または実現可能（realized または realizable）とともに，稼得（earned）という収益
獲得のプロセスとフローを重視するが，6号は「資産（assets）の増加」，すなわちストックを
重視する。 








                                                          
 1) FASB「Statements of Financial Accounting Concepts」，2000／2001，John Willy ＆ Sons，Inc. 
 2) IASC「International Accounting Standards 2000」 
第 41巻 第 6号      『立命館経営学』     2003年 3月 




計上”がある。たとえば，2002 年 1 月に経営破綻したグローバル・クロッシング社や，2002
年 4 月に SEC から処分を受けたゼロックス社については，収益認識に関する疑惑が取りざた
されている。 
 1999年 12月に米国証券取引委員会（SEC）が公表した SAB101号（Staff Accounting Bulletin，
SECスタッフによる会計公報 101号―Revenue Recognition in Financial Statements）（SAB―101）は，
正にそのような利益操作を防ぐための事前警告であった。それは即刻適用開始される予定であ
ったが，産業界の反対に阻まれ，予定よりもほぼ 1年遅れの 2000年第 4四半期より実施され，
しかも真剣に受け止めない経営者が少なからずいたようだ。米国財務会計基準審議会（FASB）











                                                          
 3) FASB「Original Pronouncements 2000／2001 Edition」John Willy ＆ Sons Inc． 
 4) FASBボード・メンバー，J・M・Foster氏による「FASBにおける最近の活動状況」，（JICPAジャー
ナル，2002年 12月号）および山田辰巳氏による「IASB報告」（JICPAジャーナル，2003年 2月号） 










































































                                                          
 6) 遠藤浩ほか編集「民法（5）契約総論 第 4版」，（2002，有斐閣双書）序論，p.12-13 
 7) 武田隆二著「最新財務諸表論 第８版」（2002，中央経済社）第 7章，p.135 
収益認識の実務とフレームワーク（藤田） 41 
その意味では管理会計こそ内部統制の要である。 
2002 年 1 月公表されたわが国監査基準の改訂に関する意見書によれば，内部統制とは，企
業の財務報告の信頼性を確保し，事業経営の有効性と効率性を高め，かつ事業経営に係わるコ
ンプライアンスを促す仕組みである。 







Charles W・Mufford & Eugene E・Comiskey（2002）は，契約は存在するが，出荷なきま
ま収益認識する場合を Premature，契約なき出荷による収益認識を Fictitious と呼ぶ。また，
Prematureと Fictitiousの中間には広いグレーエリアがあると指摘する。8) 








業結合時に，Goodwillと区分認識すべき無形資産（Intangible Assets）と位置付ける。（Par A14） 
 






                                                          
 8) Charles W・Mufford ＆ Eugene E・Comiskey「The Financial Numbers Game, Detecting Creative 
Accounting Practices」の Chapter Six；Recognizing Premature or Fictitious Revenue（2002, John 
Wiley ＆ Sons, Inc． 
立命館経営学（第 41巻 第 6号） 42 
それは委託販売契約においては，委託者から受託者へ商品の引渡しが行われても，商品の所
有権は依然として委託者側に残り，受託者が顧客に商品を引渡したときに，はじめて商品の所




















03年 9月に同商品を 1.1億円で買い戻す契約を締結したとすれば，商品の Risk & Accountは
A社に止まるため，契約の形式は売買であっても，実態はファイナンスである。他方，次のよ
うな契約の実態は極めて紛らわしい。 




                                                          






③ B社は 6ヶ月以内に顧客に売却できれば，販売代金を A社に送金する。送金すべき金額は，
出荷時点の原価または販売時点の時価，いずれか低い方。さらにそこから販売時点までにす
でに支払ったレンタル料およびマージンを差引いた純額。 
この契約形式には，両社の Risk & Accountを折半するために，委託販売とも，賃貸借とも
解釈され，さらには商品のデモンストレーション目的も混在している。 























                                                          
10) Barry Elliott ＆ Jamie Elliott「Financial Accounting and Reporting, Fifth Edition」，2001，Financial 
Times Prentice Hall 





























Schroeder (2001)11) は，外部取引の意義に注目を集めたのは，1964年の米国 AAACによる
提言ではないかという。収益は認識だけではなく，収益額を測定しなければならないが，収益
                                                          
11) Richard G. Schroeder他著「Financial Accounting Theory & Analysis」2001，John Willy & Sons．




4．“Bill & Hold”（簡易の引渡しまたは占有改定による所有権移転）による早期収益認識 
 Q3 は，現実の引渡しがないまま，倉庫内で買い手商品を分別仕訳することにより，実質的
に所有権が相手に移転したものとする，期末特有の収益認識方法である。 








条の 1）」だけではなく，当事者の意思表示による「簡易の引渡し（同 182 の 2）」でも成立す
る。ところが，目的物を売ったが，すぐに買い手に引渡さず，しばらくの間，売り手が買い手
のために預かっていても買い手が占有権を取得することになっている。これが「占有改定（民















                                                          
12) 星野英一著「民法概論Ⅱ」，（昭和 54年，良書普及会）第 3章 
立命館経営学（第 41巻 第 6号） 46 
ば，それらの付帯条件をすべて成就するまでは，収益認識してはならない。 
一見厳しいようだが，顧客の立場から見れば，当然と見られるものである。 




























より重量・価格が最終決定する場合は，まず船積み時の provisional invoice により一旦収益















バラバラの Earning Eventsではない。 
○ これらの入会金の金額，条件等は，契約内容のすべての要素を考慮に入れて決定される。 













                                                          
13) SFAC5 号 Par83（revenue and gain）は企業の収益認識過程に 2 つの要素を見出している。一つは







































































                                                          
14) FASB「Special Report No. 181－C」，1998 

































































                                                          
15) R・N・Anthony他著「Accounting Text and Cases」1999 McGrow－Hill Chapter 3 
16) SFAS 109号（Accounting for Income Taxes）Par10C 



























































































準によらない割賦方式（Installment Method of Recognizing Revenue），つまり現金基準は許容さ
れない。（APB 10 Para12は，とくにこの点について ARB43 Para1を再確認している。） 
しかしながら，“商品の所有に係わる Risks & Rewardsの移転”に注目するとき，3つの基
準間にさほど大きな差がなくなる可能性がある。たとえば，農産物や鉱物資源については，も






















図表 2 発生基準・実現基準・現金基準の優劣比較 
































Ⅲ．お わ り に 













資料 1. SAB101号の内容―米国企業の質問と SEC回答（要旨） 
 SAB101号は 1999年 12月公表され，そこでは，まず収益認識全般に係わる 4つの判断基準を示し，そ
れに関連する 10のケースについて，SEC登録企業（公開企業）が質問し，SECが回答する Q&A形式を
とっている。 
本資料では，事実関係と SEC登録企業の質問を Q，それに対する SEC Staffの回答を Aとして，それぞ
れの要点を整理する。（Q&Aに続く解釈的回答（Interpretive response）部分は，本文で取り上げる。） 
なお，Q&Aに先立ち，次の 4つの要因がすべて満たされたときにはじめて収益認識可能であると云う。 
① 説得力ある契約等が存在すること（Persuasive evidence of an arrangement exists） 
② 物の引渡しまたは役務の提供が完了していること（Delivery has occurred or services have been 
rendered） 
③  売価格が確定ずみ，またはほぼ確定的であること (The seller's price to the buyer is fixed or 
determinable) 











































































○ バイオテクノロジーの登録業者は R & Dの成果を顧客に一定期間使用させる。顧客は返還不能な“バ
イオテクノロジー・アクセス・フィー”を払う。 























































































たとえば，商品価格が 175ドルであれば，そのうち 25ドルを同企業はマージンとして受け取る。 
クレジット・カード取引が拒否されたときに企業が蒙る損失はマージン 25ドルだけである。 
その場合，企業の売上高はグロス 175ドル（売上原価：150ドル）か，またはネット 25ドルか。 
 
A；ネット・ベースで売上高を報告すべきである。 







資料 2. 具体例における収益認識方法比較―US GAAP対 IAS  






























立命館経営学（第 41巻 第 6号） 60 
②Installation & Inspection（条件付き販売） 














































⑤Membership Fees，Initiation Fees（会員権，入会金） 
SAB101－Q5 IAS18－Appendix17 
SECは，会員権販売等の行為は，それ自体独立し



















⑥Long―Term Construction―Type Contracts（長期工事型契約） 
























○ Progress Payments や Advanced Receipts
は必ずしも工事進行と一致しない。 
○ ただし，全契約費用が全収益を上回る場合は，
直ちに予想損失を認識する。（Par36） 
◎この方法は期間中の工事活動および業績につい
て有益な情報を提供する。（Par25） 
工事完成基準を選択する場合； 
契約完成時にのみ収益を認識する。 
○ それまでは，発生ずみ費用も請求ずみ収益も
中間的には一切認識しない。 
○ 残る未発生コストが金額的に重要性がなけれ
ば，実質的に完成とみなす。 
○ 完成前に損失が予想される場合，損失引当金
を設定する。 
○ 完成前の費用超過額（発生費用＞請求ずみ収
益）は流動資産，収益超過額は流動負債を計
上する。 
◎この基準は，推定ではなく最終的に確定した結
果を示す。（Par13） 
×期間毎のカレント・パフォーマンスを報告しな
い。（Par14） 
長期工事契約の結果を予測することを妨げる不確
実性があるとき（Par32）； 
○ 発生コストのうち，回収可能限度まで収益を
認識し， 
○ 契約に係るコストは発生時費用として認識す
る。 
○ 予想される損失は直ちに費用認識する。 
 
なお，上記不確実性が消滅したときは Par32では
なく，Par22 により費用・収益を認識しなければ
ならない。（Par35） 
（上記における◎はアドバンテージ，×はディスアドバンテージを表す） 
 
